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保高第　 １０６２ 　号
平成２４年　９月２７日

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業者　様
福 岡 市 長　　髙　島　　宗　一　郎　
（保健福祉局高齢者・障がい者部高齢者施設支援課）

食事の提供にかかる費用（食材料費）の取扱いについて（通知）
　認知症対応型共同生活介護における食事の提供にかかる費用については、厚生労働省令の基準により、「食材料費」のみであるべきところ、「調理にかかる人件費」等についても利用者に負担を求めている事例や、食事の提供にかかる費用について多額の収支差が生じている事例等、不適切な取扱いが見受けられております。
つきましては、今後は下記のとおり取り扱っていただきますとともに、平成２２～２４年度における食事の提供にかかる収支状況について自主点検を行っていただきますようお願いいたします。なお、自主点検の結果につきましては、市への報告の必要はありません。
今後とも、適切な対応に取り組まれますようお願いいたします。
記
【基本的な取り扱いについて】

① 食事の提供にかかる費用の内訳は、「食材料費」のみであって、「調理にかかる人件費」等は利用者から徴収できないこと。
（※調理にかかる人件費は、基本報酬に含まれるので、別費目であっても徴収できません。）
② 食事の提供にかかる費用（「食材料費」）の徴収額については、実態を反映したものになるよう定期的に見直しを行う等、適切な対応を行うこと。
	【問い合わせ先】

福岡市 保健福祉局 高齢者・障がい者部

高齢者施設支援課 在宅サービス指導係

担当：吉川・松田
〒810-8620　福岡市中央区天神１－８－１

TEL : 092-711-4257　　FAX : 092-726-3328

E-mail:kaigo-shido＠city.fukuoka.lg.jp


【基準省令（運営に関する基準）】
	 (７)　利用料等の受領

　　　①　法定代理受領サービスに該当する指定(介護予防)認知症対応型共同生活介護を提供した際は，その利用者から利用料の一部として，当該(介護予防)認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型(介護予防)サービス費用の基準額から当該(介護予防)認知症対応型共同生活介護事業者に支払われる地域密着型(介護予防)サービス費の額を控除して得た額の支払を受けること。

　　　②　法定代理受領サービスに該当しない指定(介護予防)認知症対応型共同生活介護を提供した際に，その利用者から支払を受ける利用料の額と，指定(介護予防)認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型(介護予防)サービス費用の基準額との間に，不合理な差額が生じないようにしなければならない。

　　　③　その他の費用の額については，その支払いを受けることができるが，あらかじめ，利用者またはその家族に対し，サービス内容及び費用について説明を行い，同意を得なければならない。

④　保険給付の対象となっているサービスと，明確に区分されない曖昧な名目による費用の支払いを受けることは認めない。

　　　⑤　その他の費用の額の例
　　　　ア　食材料費
　　　　イ　理美容代

　　　　ウ　おむつ代

　　　　エ　利用者の希望によって，身の回りの品として日常生活に必要なもの

　　　　オ　ア～エのほか，その利用者に負担させることが適当と認められるもの。
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